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改善報告書 

 

大学名称  成 城 大 学      （評価申請年度 2015（平成 27）年度） 

 

１．努力課題について 

 

№ 種  別 内  容 

1 基準項目 ４．教育内容・方法・成果（１)教育目標、学位授

与方針、教育課程の編成・実施方針 

指摘事項 文学研究科においては教育課程の編成・実施方針

が、法学研究科においては学位授与方針と教育課

程の編成・実施方針が、博士課程前期・後期で区

別されていないので、それぞれの課程ごとに策定

することが望まれる。 

評価当時の状況 本学では、2014 年度に全学的に自己点検・評価を

行い、文学研究科においては教育課程編成・実施

の方針が、法学研究科においては学位授与方針と

教育課程編成・実施の方針が、博士課程前期・後

期で区別されていないことは、各研究科だけでな

く全学的にも把握されるとともに、その後各研究

科において改善に向けた検討がなされることが確

認されていた。 

【文学研究科】 

本研究科では、人材育成の目的（教育目標）に基

づき、学位授与方針を踏まえて「学生の自律的研

究を強化する目的で、授業は講義形式ではなく、

基本的に学生の積極的参加に基づくゼミ形式によ

る」など５項目の教育課程編成・実施の方針を策

定していたが、博士課程前期・後期で区別しては

いなかった。 

【法学研究科】 

研究科運営委員会・教授会において問題状況の共

有を図っていたが、課程ごとの策定には至ってい

なかった。 

評価後の改善状況 本学では 2015年度に上記の指摘を受けたことを踏

まえ、2016 年３月に開催された自己点検評価委員
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会において、委員長である学長より、文学研究科

と法学研究科に対して各方針の改善指示を行った

（資料 1-1-1）。それを踏まえ、各研究科での検討

を経て各方針の改善案が示され、その後、教育イ

ノベーション委員会において、当該改善案が本学

独自の「成城大学・成城大学大学院における３つ

の方針の策定に関するガイドライン」に沿った内

容であることを確認した。さらに、上部組織であ

る部局長会議へ上程し、そこでの審議の後、最終

的に大学評議会において承認を得るというプロセ

スを経た。このように大学全体で改善の把握も行

った。 

各研究科における改善に至るまでの具体的経緯

は、以下のとおりである。 

【文学研究科】 

本研究科・専攻の教育課程の編成及び実施に関す

る方針（カリキュラム・ポリシー）を、博士課程

前期・後期に分けて明記することについては、2016

年度に、専攻主任会議での検証作業を経て改定案

が策定され、2016 年 12 月 15 日の研究科教授会に

て承認された（資料 1-1-2）。その後、2017年３月

１日の教育イノベーション委員会において、当該

方針が本学独自の「成城大学・成城大学大学院に

おける３つの方針の策定に関するガイドライン」

に沿った内容であることが確認され、2017 年３月

16日の部局長会議での検討を経て、最終的に 2017

年３月 21日の大学評議会で承認された（資料 1-1-3

～1-1-5）。なお、当該方針については、『履修の手

引』に掲載して学生に周知するとともに、大学ホ

ームページでも公表している（資料 1-1-6～

1-1-7）。 

【法学研究科】 

2018 年度に研究科運営委員会において課程ごとに

策定し、2019 年２月 11 日及び２月 15 日の研究科

教授会にて検討し承認された（資料 1-1-8）。2019

年２月 14日開催の教育イノベーション委員会にお

いて、当該方針が本学独自の「成城大学・成城大
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学大学院における３つの方針の策定に関するガイ

ドライン」に沿った内容であることが確認され、

2019 年２月 21 日開催の部局長会議での検討を経

て、最終的に３月５日開催の大学評議会で承認さ

れた（資料 1-1-9～1-1-11）。2019年度から各方針

を『履修の手引』及び大学ホームページにて公表

している（資料 1-1-12～1-1-13）。 

改善状況を示す具体的な根拠・データ等 

・資料 1-1-1「自己点検評価委員会議事要旨（2016年３月５日開催）」 

・資料 1-1-2「文学研究科教授会議事録（2016年 12月 15日）」 

・資料 1-1-3「教育イノベーション委員会議事録（2017年３月１日開催）」 

・資料 1-1-4「部局長会議主要メモ（2017年３月 16日開催）」 

・資料 1-1-5「評議会議事録（2017年３月 21日開催）」 

・資料 1-1-6『2019年度 履修の手引 大学院（文学研究科）』 

（ https://cs.seijo.ac.jp/sy/rishu/2019/pdf/daigakuin/03.pd

f） 

・資料 1-1-7大学ホームページ「文学研究科人材育成の目的と３つの方針」 

（ http://www.seijo.ac.jp/about/edu-policies/literature-gra

d/） 

・資料 1-1-8「法学研究科教授会議事録（2019年２月 11日・15日開催）」 

・資料 1-1-9「教育イノベーション委員会議事録（2019年２月 14日開催）」 

・資料 1-1-10「部局長会議主要メモ 2019年２月 21日開催）」 

・資料 1-1-11「評議会議事録（2019年３月５日開催）」 

・資料 1-1-12『2019年度 履修の手引 大学院（法学研究科）』 

（ https://cs.seijo.ac.jp/sy/rishu/2019/pdf/daigakuin/04.pd

f） 

・資料 1-1-13 大学ホームページ「法学研究科人材育成の目的と３つの方針」 

（ http://www.seijo.ac.jp/about/edu-policies/raw-school-gra

d/） 

 

 

＜大学基準協会使用欄＞ 

検討所見  

 

 

改善状況に対する評定   １   ２   ３   ４   ５ 
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№ 種  別 内  容 

2 基準項目 ５．学生の受け入れ 

指摘事項 収容定員に対する在籍学生数比率については、経

済学研究科博士課程前期が 0.26、同博士課程後期

が 0.06、文学研究科博士課程前期が 0.42、同博士

課程後期が 0.32、法学研究科博士課程前期が 0.05、

同博士課程後期が 0.27、社会イノベーション研究

科博士課程前期が 0.45 と低いので、改善が望まれ

る。 

評価当時の状況 大学院各研究科における収容定員に対する在籍学

生数比率は、いずれも低い数値となっており、定

員を充足できていない状況であったため、各研究

科においては入試方式の改善等で充足を試みてい

たところであった。 

【経済学研究科】 

本研究科では、入学試験（Ⅰ期：９月、Ⅱ期：２

月）の結果を踏まえ、毎年２月から３月にかけて

選抜方法の点検・見直しを行い、翌年度の入試制

度の改善を定期的に行っている。2014 年度には博

士課程前期在学者を対象とした博士課程後期への

内部進学入試制度を導入したほか、2015 年度入試

では受験生の応募を促すために、出願手続の簡素

化を図るなど、定員充足率を上げるための取組を

始めたところであった。 

【文学研究科】 

本研究科では 2015年度学生募集要項に教員推薦入

試制度の概要を取り入れるなど、受験生への有用

な情報提供を図っていたが、定員の充足には至っ

ていなかった。 

【法学研究科】 

研究科運営委員会・教授会において問題状況の共

有を図っていたが、具体的な対応策の実施には至

っていなかった。 

【社会イノベーション研究科】 

研究科教授会に諮った上で入試説明会を年に３回

程度行っていたが、定員を充足するに至っていな
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かった。 

評価後の改善状況 2016 年度に臨時部局長会議を開催し、大学院への

進学者増を目的とした大学院奨学金制度の導入を

検討し、大学院の奨学金検討臨時部会で給付型奨

学金創設の答申案を取り纏め、学長に答申を行っ

た（資料 1-2-1～1-2-2）。本案は、部局長会議及び

各研究科教授会での審議を踏まえ、最終的に大学

評議会で承認され、2017 年度から開始された（資

料 1-2-3～1-2-4）。 

また、成城大学大学院研究科博士課程後期への再

入学者の入学金及び授業料その他の校納金を免除

又は減免する内規を制定し、2019 年度から施行し

た（資料 1-2-5）。 

これら全学的な取組のほか、各研究科教授会にお

いて独自の施策を検討している。これらの施策は、

部局長会議へ付議され、最終的に大学評議会にお

ける承認を得て、大学全体で把握を行っている。 

【経済学研究科】 

本研究科では、全学の教務委員会にて検討し、そ

の後研究科教授会における審議を経て、2016 年度

より、東京税理士会からの推薦者を科目等履修生

として受け入れる取組を開始した（資料 1-2-6）。

また、本学経済学部４年生で、本研究科への進学

を志望する優秀な者に大学院の授業科目を履修す

ることを認めるとともに、大学院進学後に、研究

科教授会にて審査の上、大学院博士課程前期の単

位として認める「成城大学大学院経済学研究科へ

の進学を希望する成城大学経済学部在学生のため

の科目等履修生制度」に関して、2019 年度から受

講料を全額減免対象とする措置を開始するなど、

志願者を増やし定員充足率を改善するための取組

を実施している（資料 1-2-7～1-2-8）。 

【文学研究科】 

本研究科では、毎年度、研究科教授会において検

討・審議を実施しており、2016 年度には一部の専

攻で内部推薦入試を導入するなど、新たな改訂を

加え、2017 年度入試から実施している（資料
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1-2-9）。また、2017 年度には一部の専攻でⅡ期入

試に社会人入試を導入したほか、試験時間の短縮、

試験科目数の削減など、受験者の負担が軽減され

るよう入試の実施要領を改定し、門戸開放につな

がるよう努めている（資料 1-2-10～1-2-11）。また、

ホームページ等による広報の充実、2020 年度Ⅱ期

入試の実施日の前倒しなど、志願者増を図ってい

る（資料 1-2-12～1-2-13）。 

【法学研究科】 

研究科運営委員会にて検討し、その後 2018年２月

11日及び２月15日の研究科教授会における審議を

経て、2019 年度入試において、博士課程前期（一

般入試）の試験科目数を３科目から２科目に減ら

して志願者の増加を図り、さらに 2020年度入試に

おいては、研究科運営委員会にて検討し、その後

2018 年６月 20 日及び７月 11 日の研究科教授会に

おける審議を経て、外国語科目を受験しなくても

よい形に制度を変更して受験者の負担が軽減され

るような改定を行い、定員充足率を改善するため

の取組を行っている（資料 1-2-14～1-2-16）。 

【社会イノベーション研究科】 

研究科長及び専攻主任にて検討し、その後研究科

教授会における審議を経て、従来実施している入

試説明会以外にも、オープンキャンパスで研究科

について説明する場を設けたほか、本学社会イノ

ベーション学部の新入生及び３年生を対象とした

キャリアガイダンスにおいて研究科進学によるキ

ャリア形成について説明し、志願者の増加を図り、

定員充足率の改善に向けて取り組んでいる（資料

1-2-17～1-2-21）。 

 

これらの取組を踏まえ、2019 年５月１日時点にお

ける収容定員に対する在籍学生数比率について

は、経済学研究科博士課程前期が 0.38、同博士課

程後期が 0.03、文学研究科博士課程前期が 0.24、

同博士課程後期が 0.20、法学研究科博士課程前期

が 0.20、同博士課程後期が 0.13、社会イノベーシ
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ョン研究科博士課程前期が 0.30となっており、未

だ課題が改善される状況には至っていないが、大

学全体及び各研究科において、引き続き改善に向

けた努力を行っているところである（資料

1-2-22）。 

改善状況を示す具体的な根拠・データ等 

・資料 1-2-1「臨時部局長会議主要メモ（2016年５月 12日開催）」 

・資料 1-2-2「大学院の奨学金検討臨時部会答申（2016年９月 13日）」 

・資料 1-2-3「評議会議事録（2016年 11月 29日開催）」 

・資料 1-2-4「成城大学大学院澤柳奨学金規則」 

・資料 1-2-5「成城大学大学院研究科博士課程後期への再入学者の入学金及び授

業料その他の校納金に関する内規」 

・資料 1-2-6「経済学研究科教授会議事録（2015年 12月 15日開催）」 

・資料 1-2-7「成城大学大学院経済学研究科への進学を希望する成城大学経済学

部在学生のための科目等履修生制度（『経済学部 履修の手引』

P.17）」 

（https://cs.seijo.ac.jp/sy/rishu/2019/pdf/keizai/01.pdf） 

・資料 1-2-8「経済学研究科教授会議事録（2019年３月６日開催）」 

・資料 1-2-9「文学研究科教授会議事録（2016年６月９日開催）」 

・資料 1-2-10「文学研究科教授会議事録（2017年４月 27日開催）」 

・資料 1-2-11「文学研究科入試変更点（2017年度～2019年度）」 

・資料 1-2-12「文学研究科入試情報ページ」 

（http://admission.seijo.ac.jp/admission/graduate/bungaku） 

・資料 1-2-13『2020年度 文学研究科学生募集要項』 

（ http://admission.seijo.ac.jp/application/files/3315/6143

/7528/2020.pdf） 

・資料 1-2-14「法学研究科教授会議事録（2018年２月 11日・15日開催）」 

・資料 1-2-15「法学研究科教授会議事録（2018年６月 20日・７月 11日開催）」 

・資料 1-2-16『2020年度 法学研究科学生募集要項』 

（ http://admission.seijo.ac.jp/application/files/7915/6143

/8149/2020.pdf） 

・資料 1-2-17「社会イノベーション研究科教授会議事録（2018 年４月 25 日開

催）」 

・資料 1-2-18「社会イノベーション研究科教授会議事録（2019 年３月 13 日開

催）」 

・資料 1-2-19「社会イノベーション研究科教授会議事録（2019 年４月 24 日開

催）」 
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・資料 1-2-20「オープンキャンパスで研究科ブースを設けた際の写真」 

・資料 1-2-21「大学院（社会イノベーション研究科）への進学・修了というキ

ャリア形成」（ガイダンス（2019年４月３日・４月８日）配布資料） 

・資料 1-2-22「大学基礎データ」表３及び表４ 

 

＜大学基準協会使用欄＞ 

検討所見  

 

 

改善状況に対する評定   １   ２   ３   ４   ５ 
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№ 種  別 内  容 

3 基準項目 ９．管理運営・財務（１）管理運営 

指摘事項 事務職員の採用・昇格等の手続き、基準等を示し

た諸規則については人事制度の変更も含めて、早

期に規程等を制定することが望まれる。 

評価当時の状況 事務職員の採用・昇格等は、いずれも法人事務局

総務部人事課（以下、「人事課」という。）が統

括して行い、採用・昇格等に係る諸規則について

は、人事制度の変更も含めて整備に向けて検討中

であった。 

なお、採用は 2006 年より中途採用のみを行って

おり、各年度の退職者数及びその担当業務等を勘

案し、単年度毎に採用者数、採用部署、採用基準

等を人事課が策定し、学内稟議により理事長決裁

としていた。採用月は原則７月とし、選考方法は、

書類選考、筆記試験、複数回の面接試験を行って

いた。 

昇格等については、原則７月１日とし、年齢、勤

続年数、所属部署の人員構成のほか、所属長との

協議により実施していた。また、2012 年に作成

した、職員の能力開発を主眼とした職員新人事制

度案の周知と、本格導入に向けた階層別研修を実

施していた。 

評価後の改善状況 2012 年に作成した職員新人事制度案の周知及び

必要な研修実施を踏まえ、2018 年度より当該制

度の導入・運用を図る旨を 2017 年９月開催の学

園理事会で決定した（資料 1-3-1）。その後、法

人事務局総務部人事課（以下、「人事課」という。）

にて具体的な規則案を検討した結果、2018 年９

月 26 日付で「学校法人成城学園就業規則」を改

正（2018年 10月１日施行）した他、同日付で「学

校法人成城学園事務職員・現業職員職能資格に

関する規程」「学校法人成城学園事務職員・現

業職員人事評価規程」「学校法人成城学園事務

職員職位任用基準に関する規程」「学校法人成

城学園職員人事評価委員会規程」「学校法人成
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城学園特定専門職に関する規程」など新たに人

事関係の５規則を制定（2018 年 10月１日施行）

した（資料 1-3-2～1-3-6）。当該制度は、在籍

する職員及び新たに採用される職員についても

職能資格制度を付与するものであり、上位資格へ

の昇格基準も明確にした。 

なお、制度の円滑な導入に向けて、2018 年度か

ら 2020 年度までは試行期間とし、本格導入を

2021年度からとしている（資料 1-3-7）。また、

人事課主催の事務職員研修（SD 研修）を就業時

間内に複数回実施している（資料 1-3-8）。 

当該制度は、目標管理と人事考課の各評価制度に

よる能力主義を理念としており、目標達成度評価

及び人事考課による評価結果を踏まえた昇格基

準を設定しているが、これらの評価制度を通じ

て、職場内での意思疎通、問題意識の共有化、職

員組織の活性化を図るとともに、評価者のマネジ

メント能力・人材育成力が向上するなど、職員組

織全体が好循環サイクルに向かうことを狙いと

している（資料 1-3-9）。 

採用については、書類選考、筆記試験、複数回の

面接試験を行っている。募集に際して求める人物

像を開示することで採用基準を明確にし、その基

準に則って書類選考を行っている（資料 1-3-10）。

書類選考通過者には学園説明会を行い、改めて採

用責任者（人事課長）より学園の求める人物像の

詳細を説明し、応募者の理解を深めるようにして

いる。その後、一般教養と応募者の志望動機など

を問う筆記試験を行い、通過者に面接試験（通常

３回）を行っている（資料 1-3-11）。面接者は職

層で分け、一次は課長相当職、二次は部長相当職、

最終は役員クラスとし、様々な角度から応募者面

接することで学園の求める人物像に合致した人

材を採用している（資料 1-3-12）。 

改善状況を示す具体的な根拠・データ等 

・資料 1-3-1「学校法人成城学園理事会議事録（2017年９月 25日開催）」 

・資料 1-3-2「学校法人成城学園事務職員・現業職員職能資格に関する規程」 
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・資料 1-3-3「学校法人成城学園事務職員・現業職員人事評価規程」 

・資料 1-3-4「学校法人成城学園事務職員職位任用基準に関する規程」 

・資料 1-3-5「学校法人成城学園職員人事評価委員会規程」 

・資料 1-3-6「学校法人成城学園特定専門職に関する規程」 

・資料 1-3-7「新人事制度 「各制度」と「給与・賞与」との関係」 

・資料 1-3-8「新人事制度導入に係る事務職員研修日程一覧」 

・資料 1-3-9「学校法人成城学園 職員人事給与制度の手引き」 

・資料 1-3-10「専任事務職員 募集要項」 

・資料 1-3-11「専任事務職員 筆記試験問題」（取扱注意） 

・資料 1-3-12「専任事務職員採用面接 個人別評価表」（取扱注意） 

＜大学基準協会使用欄＞ 

検討所見  

 

 

改善状況に対する評定   １   ２   ３   ４   ５ 
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２．改善勧告について 

 

№ 種  別 内  容 

1 基準項目 ３．教員・教員組織 

指摘事項 2015（平成 27）年度、文学研究科コミュニケー

ション学専攻博士課程前期・後期において、大学

院設置基準上必要な専任教員数のうち研究指導

補助教員数がそれぞれ１名不足しているので、是

正されたい。 

評価当時の状況 本研究科では、大学院設置基準上の不足教員を補

充するべく、「文学研究科人事委員会内規」に基

づき、研究科教授会での審議を経て、検討を進め

ていたところであった。この際、コミュニケーシ

ョン学専攻において、2015 年３月末時点で担当

教員１名より、体調不良による急遽の退職申し出

があり、大学院設置基準上必要な専任教員数が不

足してしまっていた状況であった。 

評価後の改善状況 本学の「大学として求める教員像」と「教員組織

の編制方針」に基づき、研究科教授会において審

議を進め、2015 年４月１日付けで新規に学部専

任教員の採用を行った（資料 2-1-1～2-1-2）。 

本研究科の専任教員は、学部の専任教員の中か

ら、「文学研究科人事委員会内規」に基づき、厳

格に業績、資格審査を経て任用しているため、本

専任教員の研究科教員への任用は、内規に基づい

て 2017年２月 21日開催の人事委員会の承認を得

た後、研究科教授会で審議し、決定された（資料

2-1-3～2-1-5）。よって、2017年４月１日付けで

大学院設置基準上必要な専任教員数の不足は改

善されたといえる。 

その後も専任教員数について、自己点検・評価を

続けていたものの、突発的に 2019 年３月末付け

で、再度、文学研究科コミュニケーション学専攻

の専任教員が体調不良により１名退職する形と

なった。 

本状況については、直ちに文学研究科長から学長
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に報告がなされ、それを受けて学長から文学研究

科長に対して早急に改善に取り組むよう確認が

なされるとともに、当該教員の退職後、文学研究

科教授会において当該専攻に要請があり、当該専

攻主任より早期改善に向け専攻内で審議を進め

る旨返答があった（資料 2-1-6）。今後のスケジ

ュールとしては当該専攻より 2019年５月 15日に

採用人事案の提出を受け、研究科教授会において

６月 20日に発議、その後７月 11日に審査報告、

７月 31 日に投票を行い、新規教員の採用を行う

（資料 2-1-7）。よって、2020 年４月までには大

学院設置基準上必要な専任教員数の不足を改善

する予定である（資料 1-2-22）。 

 

 

改善状況を示す具体的な根拠・データ等 

・資料 2-1-1「大学として求める教員像および教員組織の編制方針」 

（http://www.seijo.ac.jp/about/outline/management-policies/） 

・資料 2-1-2「専任教員採用内申書（2014年 11月 28日）」 

・資料 2-1-3「文学研究科人事委員会内規」 

・資料 2-1-4「文学研究科教授会議事録（2017年２月 25日開催）」 

・資料 2-1-5「文学研究科教授会議事録（2017年３月５日開催）」 

・資料 2-1-6「文学研究科教授会議事録（2019年４月 25日開催）」 

・資料 2-1-7「文学研究科教授会議事録（2019年６月６日開催）」 

・資料 1-2-22「大学基礎データ」表２ 

 

 

＜大学基準協会使用欄＞ 

検討所見  

 

 

改善状況に対する評定   １   ２   ３   ４   ５ 

 

 


